
書式第 12号 (法第 28条関係 )

事 業 報 告 用

令和 2年度  事 業 報 告 書

1 事業の成果

令和 2年度は、前年度に引き続いて農林水産省の「農山漁村振興交付金(農泊推進対策)」 事業を中心に

実施 し、 1日藤倉小学校校舎を宿泊施設にするための改修工事や、宿泊施設を拠点に取り組む農業や食文

化、自然をテーマとした体験プログラム開発などを行いました。 1日藤倉小学校校舎改修では、専門業者

による基本的な工事終了後、塗装などの DIYボランティアが多く参加し、その力を発揮しました。

NPO発足以来続けている斜面畑農業では、作物栽培だけではなく、石積みや道作 りなどのインフラ整

備を活動に組み込みました。過疎化による地域の荒廃が進行している中で農泊に取り組むために、景観

及び環境の継続的整備が欠かせません。今年度の経験から、景観及び環境整備を、農泊プログラムのコ

ンテンツとして、また継続的なボランティア活動のテーマとして取り組んでいく道筋が見えました。

① 檜原村および周辺地域に関する調査研究

檜原村に関するさまざまなデータや資料 (物)を整理活用するための計画を作成しました。

② 檜原村及び周辺地域の伝統的生活文化に関する教育事業

今後の伝統生活文化に関する教育事業 (主に食文化と農業)の質向上のために、スタッフ研修会を行いました。

③ 檜原村及び周辺地域に関する環境教育事業

斜面畑を再生と農業生産を同時に行うボランティア活動「斜面畑再生プロジェクト」を引き続き行うと

共に、将来的に `農泊'の体験プログラムと位置付ける「斜面畑再生ワークショップ」を実施しました。

また、杉並区環境活動推進センターの依頼で、杉並区民向けの環境教育プログラムを実施しました。

④ 廃校 (旧藤倉小学校)の活用運営と維持管理

農林水産省の「農山漁村振興交付金 (農泊推進対策)を受けて、校舎を宿泊施設にするための改修工事

を行いました。交付金で賄えない部分の作業は、ボランティアが担いました。

⑤ 観光振興のための事業

観光プログラムを実施するための地域調査を実施するとともに、野外活動プログラムを計画し、モニタ

ー事業を行いました。NPO産の農産物を商品化するための検討会や商品の試作をしました。

⑥ 情報発信に関する事業

ホームページやフェースブックページ等で活動紹介をしました。

⑦ その他 目的を達成するために必要な事業

檜原村の食文化や伝統的な農業に関する相談業務を行いました。



2 事業の実施に関する事項

(1)特定非営利活動に係る事業 (事業費の総費用 【5,413】 千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

檜原村およ

び周辺地域

に関する調

査・研究

データ収集プロジェク
ト計画作成

通年
檜原村
藤倉

1人 関心
ある人

不特定
多数

0

伝統的生活文化

に関する教育事

業

雑穀栽培農家見学と講
義 (ス タッフ研修)

12月 26日
上野原市

西原
2人

NPO
スタッフ

5人 10

檜原村及び

周辺地域の

伝統的生活

文化に関す

る環境教育

事業

斜面畑再生プロジェク ト
(小沢)

通年
71日

檜原村
小沢

1人 関心
ある人

202人

262杉並区環境活動推進セン

ター事業

11月 20日

11月 28日

12月 5日

檜原村
及び

杉並区

4人 杉並

区民
37人

斜面畑再生ワーク
ショップ (藤倉)

通年
10日

檜原村
藤倉

3人 関心
ある人

62人

廃校の活用

運営と維持

管理

改修工事 9月 ～3月
檜原村
藤倉

4人 施設
利用者

不特定

多数

1,808旧藤倉小学校校舎
ボランティア改修 DIY

1月 ～ 3月

64日
檜原村
藤倉

1人 施設
利用者

不特定
多数

観光振興の

ための事業

子どもプログラムのため
の資源調査

8月 2日

9月 3日

檜原村
藤倉

1人 関心
ある人

不特定
多数

3,323

ハイキングルー ト調査

6月 27日

3月 30日

10月 13日

11月 17日

檜原村
藤倉

1人 関心
ある人

不特定

多数

農産物の商品開発

8月 7日

12月 25日

2月 27日

檜原村
小沢
藤倉

5人 関心
ある人

不特定
多数

野外活動モニター事業

6月 28日

8月 30日

11月 23日

檜原村
藤倉

2人 関心の
ある人

13人

情報発信に

関する事業

ホームページ及びフェ
ースブックによる
活動情報提供

通年 檜原村 2人 関心の
ある人

不特定
多数

0

その他目的

を達成する

ために必要

な事業

相談業務 通年
檜原村
藤倉

2人 関心の
ある人

10人 10



書式第 13号 (法第28条関係)

【B

令和2年度 活動計算書 (その他事業がムL場合)

事 業 報 告 用

特定非営利活動法人さとやま学校 。東京

50,002

384,1

1

(2)その他経費

原材料費

広告宣伝費

講師謝礼

外注費

消耗品費

諸会費

通信運搬

地代家賃

租税公課

交際費

水道光熱費

旅費交通費

事務用品費

雑費

保険料

減価償却費

3,990,790

000,432

3,000

0,249

10,000

25,500

1,700

1,892

22,680

826

21,050

4,882

204.017

金  額 小計・ 合計科 目

78,300

30,000

9,000

123.300

705,000

705,000

25,365,487

25,365,487

167.528

4,100

14,750

0

148,078

0

0

1,000

14

1.014

20,3021329

【A】 経 常 収 益

経 常 収 益 計

ξ 費 用

(1)人件費

給料手当

役員報酬

1 受取会費

正会員受取会費

贅助会員受取会費

サポーター会員受取会費

2 受取寄附金

受取寄附金

施設等受入評価益

3 受取助威金等

受取補助金

4 事業収益

伝統教育事業収益

観光振興事業収益

情報発信事業収益

環境教育事業収益

廃校活用運営

その他の事業

5 その他の収益

雑収入

受取利息



5,413,200

1.681,002

(2)その他経費

事務用品費

租税公課

支払手数料

広告宣伝費

旅費交通費

消耗品費

通信運搬

水道光熱費

地代家賃

講師謝礼

外注費

諸会費

荷遣運賃

保険料

支払利息

交際費

3,825

4,550

5,610

7,124

500

1,833

80,214

84,527

300,000

0

910,850

100,000

1.640

17,280

140,053

0,990

2

0

1)人件羮

役員報酬

7.094.202

当 期 経 常 増 減 額 【A】 ― 【B】 ・・・① 19,208,127

ｎ

ｖ【D

量__常 _外 費 用 計 ｎ

Ｖ

・ ②当 期 経 常 外 増 減 額 【C】 ― 【D】 19,268,127

19.268.127

0

-621.597

次 期 繰 越 正 味 財 産 額 ③-0+⑤

税

13.646.530

円

:L」L当_塑__二_」L重L菫二生_菫」二」In:重lヒ_三二 〇
法人税、住民税及び事業税 ・・・④



書式第 15号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 貸借対照表
特定非営利活動法人さとやま学校・東京

事 業 報 告 用

□ 目 金  額 小計 口合計

現金預金

未収金

立替金

2,331,651

23,010,487

647945

2

(1)有静固定資産

建物

減価償却累計額

建物 (純額)

31,238,265

-153,588

31,084,677

建物付属設備

減価償却累計額

建物付属設備(純額)

9,329,499

-50,429

9,279,070

(2)無形固定資産

0

(3)

【A】 資 産 合 計 ①+②

短期借入金

預り金

20,280,800

2,352,500

19,980,000長期借入金

退職給付引当金

2

【

07【B】 負 債 及 び 正 味 財 産 合 計 【B-1】 +【 B… 2】



令和2年度 計算書類の注記 事 業 報 告 用

特定非営利活動法人 さ|ヒやま学校・東京

菫要な会計方針
計
=書

畑の作成は、NЮ法人会針轟準によつています。

(1)欄卸資産の評価墓準及び諄僣方法

令和3年3月 31日 現在、日卸資塵はありません。

(2)固定資産の減輌償却の方法

有移固定責産は法人税法の規定に薔づいて定額法で償却をしています

(3)引当金の計上基準
令和3年 3月 31日現在.主な引当金の計上はありません。

(4)施設の提供等の物的サービスを受けた場合の会計燿題

令和3年 3月 31日現在.施設の提供等の物的サービスの提供はありません。

(5)消費税等の会計処理

消費税は税込方式で処理しています。

2. 事業罰損査の状況

科 目 伝崚傲冑事業 観光撮員事業 情報発償事業 島被活用通営 環壇執冑事業 地場資濠活用事業
都市 ul何棄

その他事業 事業部門計 管理椰目 合計

: 経常収益

1 受取会費
2 受取寄附金

3.曼取助成金等

4.事彙収益

6.その他収益

経常収益計

1経 常費用

(1)人件費

綸料手当

福利厚生費

人件費計

(2)その他経費

原材料費

口師謝礼

議会費

事務用品費

会鵬費

外注費

変際費

仕入富

支払手数料

阜口費

地代憲賃

薔遺還賃

保険料

広告宣伝費

消耗品費

通信電機

旅費交通費

水道光線費

租税公課

組費

支払利患

減籠償却費

その他経費計

経常費用計

当場経常増演饉

0

0

0

41(Ю

0

0

0

14700

0

0

0

0

0

0

25.∞ユ

“

7

0

0

0

0

141ヽ0フ8

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

2■365.487

:17.528

12■3Ю0
7∝("D0

0

0

12■ 3α )

705,000

25,∞■487
10■ 528

41CЮ 14700 0 25.31543フ :40078 0 32a314

0

0

0

0

0

0

0 0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0

0 0 0 0

a“4

0

0

0

0

0

0

0

0
0

0

0

0

0

5720

0

000

0

0

0

0

8.776

190.400

0

0

0

3.11 Q000
0

0

1,0∞

0

0

0

0

0

l Q200

0

7`Ю

0

0

0

0

0

13.ま,1

111.200

0

320

0

mo.αЮ

0

0

2.310

0

0

0

2700
0

004355

0.240

2QIЮЮ

l.392

25,田D

l■ OЮ0
0

0040:7

3Q301

72m
3.∝Ю

0

0

7■口Ю

■700

0

:・ 700

0

lQαЮ

0

2182
0

0Q149

0

,.000

0

0

0

0

0

:Q∞0

馴旺OЮ2

3“ .1∞

3.∝Ю

326

0

30(Ю .7(Ю

l,7(Ю

0

O.0∞

0

10000

0

48"
0

0∞ .432

0240

2●∞

:■92

郷5∞
150∞

0

0

0

100αЮ

a825
0

01●850

0900

0

■610
0

36QαЮ

■640

1■230

■124

1.803

3,214

500

04527

4550
0

140063

5●002

“

41m
lにα∞

4051

0

4∞7.6“

8.690

0

11.0(Ю

0

370000

:.040

22.102

7.124

002.205

3Q403

23.100

00.410

00.050

1■0∞

140053

204.017

1050405■32■ 154 ■m■

“

o 202512 -621_507 1■811∝)2

a“4 3323154 0 1.007150 262.51. 1081.002 ■050405

-5.704 -3.000404 23557837 -113834 0 0 ■Q∝Ю ‐651.688 25,302.924

3  施設の提供等の物的サービスの受入の内釈

内客 金■ 算定方法

中特になし

使途等が制約された寄附金等の内訳

使違■が鋼離 れた警附金等の内訳 (正味財産の増減及び機自の状況)は以下の通りです。

当法人の正味財童のうち0円は、下記のように使違が特定されています。

したがつて使遺が鋼釣されていない正昧財塵:誨螢■です。

内容 朗 首残
=

当日増 加 ■ 当用減少■ 期末残富 口 考

合計 0

科 目 田 着義富 当組織 入 当田薇 着 田 彙磯
=

輛 田 書 入金

3.250,000 3.051,000 0 6301_000

科 日 取簿 減 少

有形固定資壺

建物

建物付属設備

合計

31,238.265

9.329499
0

0

31,238,265

9.320.499

153,588

50.429

3110341677

0.279.070

40_507764 40.567764 204.017 40.303.747

僣入金の増滅肉訳   【■87】 役員僣入金に加え.多摩信用金庫からの借入金を追加。これでOK?

0

0



10.970.000 0 19.079.300

5000_000 0 0 5_000_000

14.91K).000 0 14_980_000

多庫口用金摩

多庫口用金自

役員及びその近颯者との取引の内暮

役員及びその近颯者との取引は以下の通りです。

科 目
計二書類目計上され

た金田

肉役員及び近颯書

との取引

(活働計算書)

組収入

活動計算書計

(■借対照表)

短期借入金

長期借入金

預り金

費借対目表計

2●20QaЮ

l■98QαЮ

23523Ю0

0ま,1,αЮ

ミ000,αЮ

2352500

その他特定非営利活軸法人の資魔、負債及び正味財童の状鮨菫びに正味財産の増減の状況を明らかにするために必要な事項

亭集費と管理費の按分方法

事業費と管理費に校分する経費はありません。

その他の事業に係る費自の状況

その他の事業に係る資壺はありません。

役員

0



書式第 17号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 財産目録
さとやま学校・

事 業 報 告 用

現金預金

手元現金

立替金

立替金

未収補助金

047,45

23,016487

31,238265

-153,588

31,084,677

9,329■ 99

-50,429

9,279070

(1)有形固定資産

建物

滅価償却累計額

建物 (純額 )

滅価償却累計額

建物(純額)

□■歴亜覆
=□

ロ

(3)

2

67【A】 資 産 合 計 ①+②

l]_■mL塑=量__________二__二_二________」

短期借入金

役員借入金

多摩信用金庫

0,301,000

19,979,800

預り金 2,352,5010

2

長期借入金

多摩信用金庫

役員借入金

1

【B-1】 負 債 合 計 ③+④ 48,613,300

【B-2】 正 味 財 産 合 計 【A】 ― 【B-1】 18.646,530



書式第 18号 (法第 28条関係 )

令和 2年度 年間役員名簿

平成2年 4月  1日 から    令和3年 3月  31日 まで

特定非営利活動法人さとやま学校・東京

役 名 氏   名 就任期間 報酬を受けた

期  間

理事 夕IIビ斎写
平成2年4月 1日 年 月 日

31日
年 月 日

理事 覆水塾稔
平成2年4月 1日

～令和3年3月 31日

年 月 日

年 月 日

理事 碧万三掻
平成2年4月 1日

～令和3年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事 要苗)笞父
平成2年4月 1日

～令和3年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
ひらのきよし

平野喜好

平成2年4月 1日

～令和3年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

理事
こにしひさし

小西久司

平成2年4月 1日

～令和3年3月 31日

年 月 日

～ 年 月 日

監事
すぎたくや

杉拓也
平成2年4月 1日

～令和3年3月 31日

年 月 日

年 月 日

監事
カナオヨンノリ

金尾義則

平成2年4月 1日 年 月 日

～ 年 月 日
31日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日

年 月 日

～ 年 月 日



書式第 4号 (法第 10条・第 28条関係 )

社員のうち10人以上の者の名簿

令和 3年 3月  31日 現在

特定非営利活動法人 さとやま学校・東京

氏   名

根本 二郎

，
“ 岩月 一敏

3 安田 治文

4 川上 玲子

Ｆ
０ 平野 喜好

ハ０ 黒江 昇三

7 杉 拓也

8 佐々木 智子

Ｑ
） 大谷 典之

10

11

12

片岡 千尋


